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今日のテーマ

大規模住宅団地

大規模商業施設

大学キャンパス
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Ⅰ はじめに

2012年～ 調査研究
「今後の東京圏を支える鉄道のあり方」の概要

Ⅱ 地域活性化と鉄道利用促進（郊外部）の概要

Ⅲ 大規模施設の立地動向と鉄道に及ぼす影響

１ 大規模団地
２ 大規模商業施設
３ 大学

本日お話しすること
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「鉄道のあり方」調査研究の一部
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2012年～

＜調査研究＞
今後の東京圏を支える鉄道のあり方

に関する調査研究

4M.ITO

１ 調査研究の目的

（１）概ね30年後を見据えた東京圏の将来像
（人口、鉄道需要）を描く。

（２）東京圏の都市鉄道の課題の抽出・整理と
課題解決に向けた方策を検討する。

（３）アジアの大都市における鉄道整備運営方策と
日本の鉄道事業者の貢献のあり方を検討する。

Ⅰ はじめに
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今後の東京圏を支える鉄道のあり方
に関する調査研究

① 30年後東京圏の将来像と鉄道の課題

② 鉄道とまちづくり、交通相互の連携方策（都心部）

④ 鉄道企業の海外展開のあり方
（アジアの大都市の鉄道事業）

③ 地域活性化と鉄道利用促進（郊外部）

・大規模施設の立地動向と鉄道に及ぼす影響

・駅別乗降人員の変動傾向の分析

・乗降人員と駅勢人口の変動傾向の関連性分析

３ 調査研究の全体構成と本日の報告

③ 地域活性化と鉄道利用促進（郊外部）

・大規模施設の立地動向と鉄道に及ぼす影響

M.ITO 7

過去４回のシンポ
ジウムで報告

4テーマ
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Ⅱ 地域活性化と鉄道利用促進（郊外部）の概要

１ 調査研究の目的

郊外部における鉄道事業と地域の活性化と持続可
能性を確保するための「鉄道とまちづくりの連携の
あり方」の検討

M.ITO 8
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駅・路線 駅勢圏域

鉄道需要の増加

地域へ良い影響

地
域
活
性
化

事
業
の
持
続
可
能
性

の
強
化

２ 調査研究の枠組み（単純なモデル）
マクロな社会
経済の変化

（東京圏の転
入出、地価

等）

◆鉄道サービス向上
速度向上、頻度増

◆駅アクセスの改善
◆人口増加
◆若年層の流入
◆諸機能の立地

大規模店舗/事業
所/大学他

他地域に対し立地
優位性が向上

乗降人員の増加

M.ITO 9

他駅・路線に対し優
位性が向上
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駅・路線 駅勢圏域

鉄道需要の減少

地域へ悪い影響

地
域
の
衰
退

事
業
の
持
続
可
能
性

の
喪
失

２ 調査研究の枠組み（単純なモデル）
マクロな社会
経済の変化

（東京圏の転
入出、地価

等）

◆人口減少・高齢化
◆若年層の転出
◆諸機能の撤退

大規模店舗/事業
所/大学他

他地域に対し立地
優位性が低下

乗降人員の減少

M.ITO 10

◆鉄道サービス低下
遅延、混雑激化

◆アクセス道路の混雑

他駅・路線に対し優
位性が低下
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３ 調査研究の構成

（ステップ1）

（ステップ2）

（ステップ3）

駅別乗降人員の変動傾向の分析

乗降人員と駅勢圏人口の変動の関連性の
分析

乗降人員と変動要因の関連性の詳細分析
（主要因：大規模施設、総合的）

主要施策の提案。関係者の役割分担

M.ITO 11

地域活性化と鉄道利用促進（郊外部）
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・郊外部に位置する郊外鉄道路線、地下鉄路線の全駅
・以下の指標を用いて分析

① 駅別乗降人員（定期、定期外）956駅
② 人口

駅勢圏の夜間人口・生産年齢人口・従業人口

必要に応じて、
③ 立地機能の規模

駅勢圏の商業（大規模店舗）、住宅（大規模団
地）、企業、オフィス、教育（大学）etc

４ ステップ１、２における分析
（前回シンポジウム報告）

M.ITO 12
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全駅の類型（６社は 95～’14、他は95～’10）

20km

30km

40km

50km

✓西高東低

✓ 30km圏以遠で青が目立つ

✓地下鉄路線は増加駅が多い

分類結果
①-１増加継続

①-２概ね増加

② 横ばい

③-１増減するも’95以上

③-２増減するも’95未満

④-１減少するも近年上向き

④-２減少緩和・継続
M.ITO 13
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駅別の類型分布

・②は幅広く分布

増
加全

乗
降 ④

①②

③

生産年齢人口

減少 増加

減
少

・20km以遠で①が多
いのが西南部地域
30km以遠でも①が
多く存在する

・京浜東北埼京線沿線
も①が多い。

・30km以遠では多
くの路線で③

・地下鉄は①が多い

M.ITO 14

20km

30km

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



５ 駅乗降人員の変動に影響を及ぼす主要因

人 口

・増減
・構造変化

大規模施設

・新規立地
・撤退
・再整備

鉄道サ-ビス

・速度向上
・乗継改善
・頻度増

その他

・アクセス
交通サービ
ス改善・悪
化

高齢化、若年層
の流出入

大規模商業施設
大規模団地
大学、研究機関
事業所
観光施設
行政施設

etc

新線建設、新駅設置
複々線化
直通運転

バス路線
駅前広場
道路

M.ITO 15
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Ⅲ 大規模施設の立地動向と
鉄道に及ぼす影響

１ 目的と対象

〇 目的

大規模施設を対象とし、以下の検討を行う。
•立地・撤退・再整備の動向とそれに影響を及ぼした社

会経済状況、制度
•上記が鉄道利用に及ぼした影響の分析

ポイント：鉄道路線（沿線）間の差異の比較
•地域と鉄道の活性化に資する再生方策

〇 対象

大規模住宅団地。大規模商業施設。大学

M.ITO 16
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２ 大規模住宅団地

M.ITO

松原団地
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・規模や立地特性、居住者特性

・団地再生・活性化施策が団地の人口や鉄道に与えた影響

⑤ 活性化施策と人口や鉄道に与えた影響の分析

② 分析対象団地の選定

③ 規模及び立地特性の分析

④ 団地居住者特性の分析

2-1 分析の視点と構成
視点：大規模住宅団地に着目し、以下の点を明らかにする

① 大規模団地の概要

構成

M.ITO
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2-2-1 住宅団地とは

計画的に宅地造成・住宅 建設を行い、複数の住宅（集合
、戸建）で敷地や付属施設を共用している住宅地

b 資産の保有形態

・賃貸 ・分譲

住宅団地の種類

UR,都県市供給公社,都県・市町村営

a 事業実施(整備・管理）主体

公的主体

民間（不動産会社等）

組合（地権者） 土地区画整理事業

2-２ 東京圏の大規模住宅団地の概要

M.ITO 19

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



・昭和３０年度以降に着⼿
・計画⼾数1,000⼾以上⼜は
⼈⼝3,000⼈以上の事業で
地区⾯積１６ha以上

表 1都3県合計

2-２-2 事業主体別大規模団地数

2
16 10 1

67
15 16

17

9 7
8

36

33
27

22

32
83

11

82

18

35

5

33

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県

複数主体

民間

個人

組合

他公的団体

都市機構

公社

市町村

都県
事業主体 数 ％

都県,市町村,公社 168 28
都市機構 118 20
組合 208 35
民間 9３ 16
複数主体 8 1

計 595 100

計画人口 550万人 面積 11万ha M.ITO 20

資料：「全国ニュータウンリスト」国⼟交通省 ⼟地・建設産業局
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′50 ′60 ′70 ′80 ′90 ′00 ′10 不明

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

10(2%)

229(38%)

74(12%)

161(27%)

99(17%)

18(3%)

常盤平
ひばりが
丘

草加松原 千葉
NT、多摩田園都
市、多摩NT、木
曽山崎
洋光台・港南台

西武ぶしNT
検見川海浜NT
光が丘NT
港北NT

柏の葉
鶴川台
品川八潮

飯能美杉台
流山おおたか
の森
多摩NT
東急田園都市

みそのウィングシ
ティ
武蔵野操車場跡地
柏北部東・中央

2-２-3 都県別年代別大規模住宅団地数

M.ITO 21

築40年以上
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① 居住者

・年齢階層が偏った世帯が一斉に入居。
・急速な高齢化の進展
・夫婦のみ、単独世帯が多い←子供が独立
・若年層、新たな居住者の入居が進まない。

② 大規模団地の建物、サービス機能

・建物が老朽化。耐震性に問題。
・バリアーフリー化の遅れ（エレベータが未設置等）
・空家が多数発生。
・中心商店街の店舗が消滅
・小中学校の遊休化

2-２-4 大規模住宅団地の問題と特性
：なぜ大規模住宅団地を対象としたか

M.ITO 22

問題
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・人口減少、税収減等で地域が停滞。持続可能性が低下
・空家・空室の増加等による安全、治安の悪化
・賃貸住宅の場合団地経営が悪化
・鉄道利用者の減少と鉄道事業持続性の低下

一方で
・面積が広く空間にゆとりがある
・道路、公園等のインフラが整っている。
・管理主体が存在（賃貸住宅）
・他住宅地と比較してコミュニティが存在、形成可能？

長期的に市街地縮小を必要とする中で、大規模住宅団
地をコンパクトシティの核の一つとして再生し、地域
の活性化を図る

M.ITO 23

大規模住宅団地を放置しておくと

特性
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２－3 分析対象団地（運営主体による選定）

•整備管理主体別団地の種類

ＵＲ：『UR賃貸住宅ストック個別団地累計（案）一覧』

公社：賃貸住宅ガイド

理由①
基礎データ（戸数・築年数・最寄駅等）が入手しやすい

理由②
様々な活性化施策を実施している

今回の分析対象として選定

① UR ② 公社 ③ 公営 ④ 民間
JKK東京など 都県市町村営

組合

整備管理主体と規模で対象団地を設定

M.ITO
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東京都住宅供給公社 ＵＲ

25

団地の規模

100戸以上の団地は845団地
（全体の約７割）

100戸以上の団地を対象

M.ITO
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２－４．規模及び立地特性の分析

都心（皇居）
からの距離２０㎞

１００戸以上の団地立地状況

２０㎞以遠は、６４％
が管理開始‵89年以前
20km以内は、５３％
が管理開始‵90年以降

M.ITO
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事業者別の規模及び立地特性

団地数 平均
戸数
（戸）

管理開始（年） 平均
築年数
（年）

平均距離（km）

最古団地 最新団地 都心から 最寄駅
から

JR東日本 329 698 1959 2016 32 26.2 1.2

東急電鉄 32 290 1953 2014 29 16.1 0.8

東京メトロ 98 499 1963 2014 27 7.9 0.7

西武鉄道 55 592 1959 2010 33 24.3 1.0

小田急電鉄 61 905 1956 2005 40 30.4 1.7

東武鉄道 79 705 1959 2009 34 20.4 0.9

他大手民鉄 174 601 1954 2016 34 26.7 1.1

合計 1,069 504 1958 2012 33 22.9 1.0

845団地が対象：最寄駅が乗換駅にある団地は各社重複して計上

M.ITO

・都心から遠く、駅か
ら離れた団地は建替
え条件を満たすこと
が難しい。

・施策を講じることが
必要。

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



営業キロ10km当たりの団地数と戸数
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2-5 居住者特性の分析

【データ】

・国勢調査：年齢別人口、世帯数等は町丁目単位

団地居住者のみの特性がわからない

【目的】
・高齢化状況を明らかにする
・年齢階層別人口の増減率の違いを明らかにする

• 町丁目の総世帯数のうち、
UR・公社の借家の世帯数が
８０％以上占める町丁目の団
地を分析対象とした

分析対象：８４５⇒７８団地

対応策

昭島田中町団地

：団地の境界

昭島田中町団地が

立地する町丁目の境界

昭島田中
町団地

昭島田中団地が
立地する町丁目の境

界

M.ITO
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団地

1都3県

（％）

0.0

0.5
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2.5

3.0

3.5

1995年 2015年

団地

1都3県

（人）
高齢者比率 世帯あたりの平均人数

• 20年間で、団地の高齢者比率は、約３０％増加し、平
均世帯人員は、2.7→1.9人に減少。

• 2015年における団地は、1都3県と比べ、高齢者比率
が高く、世帯人員は少ない。

７８団地と1都3県の平均高齢者比率及び平均世帯人員

団地は急激に高齢化が進み、世帯人員も2人以下に

３０％増加

平均世帯人員

M.ITO

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



​

花畑団地

高幡台団地

多摩ニュータウン貝取

多摩ニュータウン諏訪

豊島5丁目団地

西新小岩リバーハイツ

春江町団地

大和上北台

川口芝園団地

久喜青葉団地

こま川東坂戸団地

みさと団地

八潮団地

吉川団地

高津団地

野菊野団地

グリーンヒルズ東久留米

シティコート大島

多摩平の森

ヌーヴェル赤羽台

ひばりが丘パークヒルズ

コンフォール茅ヶ崎浜見平

シャレール海岸通

コンフォール霞ケ丘

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6

1964年以前

1965～1989年

1990年以降
老
年
人
口
変
化
（'15

 / '95
 

）

年少・生産年齢人口変化 （ '15 / '95 ）

平均

0.5

平均

3.3

31
2015/1995年の年少・生産年齢人口・老年人口の変化

● 1964年以前
● 1965～89年
● 1990年以降

増加減少

増加

●：建替えが実施されている団地

M.ITO
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2-6 団地活性化施策と施策が人口と
鉄道利用に与えた影響の分析

UR・公社・民間・自治体によりさまざまな施策が展開

2-6-1 活性化施策

M.ITO

住居の再編 〇 建替え（前面、一部）
〇 改良(居室の増築、少人数世帯向け改修、バリフリ化）
〇 集約化（空いた敷地を活用・売却）

拠点づくり 〇 地域医療福祉拠点の形成
〇 大学との連携（活性化、再生への取組みを検討）

生活サービス
機能の充実

〇 近隣センターの再生（コミュニティカフェ・レスト
ラン、コンビニ、デイサービス)。

〇 高齢者、子育てサービス（給食、NPOによる見り・
自主保育等）

防災、バリフ
リ

〇 耐震補強 〇 昇降設備の 設置

家賃割引 〇 若年層、子育て世帯等への家賃割引プラン。

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018
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グループ１
団地数：７
年少・生産年齢人口の
平均変化：０．８７倍

グループ２
団地数：７
年少・生産年齢人口の
平均変化：０．４５倍

グループ３
団地数：５３
年少・生産年齢人口の
平均変化：０．４０倍

2-6-2 活性化施策が年少・生産年齢人口に与えた影響
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2,000
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3,000

1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

ひばりが丘パークヒルズ

老年人口

年少・生産年齢

（人）

0

1,000

2,000
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ヌーヴェル赤羽台

老年人口

年少・生産年齢

（人）
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4,000
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10,000

12,000

14,000

1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

武里団地

老年人口

年少・生産年齢

（人）

建替え 建替え以外

団地活性化施策

・団地を年少・生産年齢人口が、近年減少から増加(グループ１）、横ばい
（２）、減少（３）に分類

－：年少・生産年齢人口

・現状では、団地の年少・生産年齢人口の減少を止め、
増加へと転じさせる施策は、建替えのみであった

建替え実施済み 建替え実施中
生産年齢人口の増減が
幅広く分布した要因

M.ITO
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① ひばりが丘団地再生事業

40年経過

• 1999年 建替え着手

• 高層化で余剰敷地を生み出す

（用地の約半分を民間や市に

売却し事業資金に充当）

民間住宅約1000戸

M.ITO 34

・位置：西東京市・東久留米市に跨って所在

最寄駅：西武池袋線ひばりヶ丘

徒歩15分(バス6分)

・1958年 入居開始
最先端の住まいとして誕生。

② パークヒルズの概要

• 2004年 第一次入居開始

・戸数：1,504戸（従前2714戸）

・整備運営主体：UR都市機構

2-6-3  鉄道利用に与えた影響： ひばりヶ丘団地の事例

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



35出典：UR都市機構 HP
M.ITO
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④ 駅勢圏全体及びひばりが丘団地の就業人口

• 駅勢圏全体の就業人口は，10年間で2,123人増加
• 一方，建替え事業により、団地の就業人口は477人増加
• ひばりが丘団地の就業人口の増加人数は，ひばりヶ丘駅勢圏全体の約

25％を占め，駅勢圏全体の就業人口を増加に寄与

ひばりヶ丘駅の駅勢圏

ひばりヶ丘駅

ひばりが丘
パークヒルズ
2004年から

第一次入居開始

駅
勢
圏
全
体
の
就
業
人
口(
人)

ひ
ば
り
ヶ
丘
団
地
の
就
業
人
口(

人)
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駅勢圏全体 ひばりが丘パークヒルズ

2005 2015

駅勢圏全域とひばりヶ丘
団地の就業人口の変化

＋2,123人

＋477人

M.ITO

団地

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018
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⑤ ひばりヶ丘駅の定期乗降人員に就業人口増が及びした影響

乗
降
人
員(

万
人/

日)

ひばりヶ丘駅の定期乗降人員

＋2,500人

＋480人

ひばりが丘団地の
就業者が

約２割を占める

②鉄道サービス向上
・'08 副都心線との直通開始
・'12 練馬高野台ー石神井公園

複々線化
・'13 東横・MM線と相直 など

〇就業者を定期乗降人員に換算

〇増加した就業者のうち５割が
鉄道利用と仮定

＋2130人
駅勢圏全体

M.ITO

建替え以外の増加要因
①大規模住宅が竣工
・'03 グランジオ武蔵野（558戸）
・'04 コスモひばりが丘（560戸）
・'09 HIBARIタワー（322戸）
・'10 ブリリア（356戸） など

• 定期乗降人員は、2005年より減少から
増加へ転じる。増加数は2500人

• 定期乗降が増加する要因は、建替え以外
にも様々あると考えられる

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018
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まとめ

【団地の立地特性及び居住者特性】

• 団地の立地状況は地域・路線により異なる
• 多くの団地は高齢化が急激に進展した。
• 年少・生産年齢人口が大きく増加した団地もある。

【活性化施策が生産年齢人口や鉄道利用に与えた影響】

• 多くの団地で様々な活性化施策が講じられている。
• 居住者の特性を大きく変えるには，建替が必要。
• 建替たひばりが丘団地では，就業人口が，10年間で約500

人増加（駅勢圏内の増加分の約25%）
• 鉄道への影響をひばりヶ丘駅で見ると、増加した定期客の数

割程度を，建替えにより新たに入居した就業人口が占めてい
ると想定され、建替えによる影響は大きい。

M.ITO

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



３ 大規模商業施設

海老名駅：資料 全国移住ナビ
M.ITO 39

海老名駅 たまプラーザ駅

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



3-１調査研究の目的と構成
40

3-1-1 目的

大規模商業施設の立地動向、商業拠点駅の分布状況、郊外住民
の買物エリアの分析

駅周辺地区への
商業施設の立地

買物来訪者
の増加

従業者
の増加

定期客
の増加

駅勢圏域の
魅力向上

周辺居住者
の増加

定期・定期外客
の増加

定期外客
の増加

M.ITO

駅周辺地区
の魅力向上

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018
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3-1-２ 調査研究項目と使用データ

・大規模商業施設の立地関連法令の変遷
・ 〃 立地動向の分析
・商業拠点駅の路線間比較
・沿線住民の買物エリアの路線間比較

① 項目

・大規模小売店舗立地法 届出データ
（平成10年6月～26年9月時点）

対象は店舗面積が1,000㎡以上
・コンビニエンスストア 100～150㎡の規模が多い（含まれない）

・スーパーマーケット 800～1,600㎡の規模が多い（含まれる）

・平成20年東京都市圏パーソントリップ調査（平日データ）

② データ

【立地分析】

【買物エリア分析】

M.ITO

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018
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1956年 百貨店法（第二次）
【目的】中小商業の事業活動の機会の確保
【規 制】売場面積1,500㎡以上（注）店舗内の企業単位

1974年 大規模小売店舗法（大店法）

【目的】中小商業の適正な事業活動の保護・小売店の正常な発展
【規 制】1,500㎡以上（注）の店舗単位

「疑似百貨店問題」：総合スーパーは適用外

1991年 大店法改正

【規 制】手続きの簡素化。店舗面積 第1種：1,500㎡以上（注）
第2種500㎡～1,500㎡（注）

「日米構造改革協議」：規制緩和への圧力

1994年 改正大店法

【規 制】店舗面積1,000㎡未満の原則自由化

厳
格
な
出
店
規
制

規
制
緩
和

3-2 商業施設の立地に関する法令の変遷

（注）23区政令市は
3,000㎡。

厳格な出店規制 ⇒規制緩和 ⇒再規制（立地地域の規制）

M.ITO

小規模店舗の保護

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018
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2000年 大規模小売店舗立地法（大店立地法）

・モータリゼーションの進展
・バブルによる地価高騰、居住地の郊外化、中心市街地空洞化

⇒中心市街地活性化法が制定

・大規模店舗の沿道立地、中心市街地の衰退
⇒「コンパクトシティ構想」

【主目的】都心機能の郊外への拡散防止
【規 制】延床面積10,000㎡以上の大規模集客施設の規制

出店を「近隣商業地域」「商業地域」「準工業地域」に限定

【主目的】周辺地域の生活環境の保持・小売業の正常な発展
【規 制】店舗面積1,000㎡超の調整（届出制へ）

規
制
緩
和

2006年 改正都市計画法

郊
外
型
Ｓ
Ｃ

の
出
店
加
速

立
地
可
能
地
域

を
限
定

まちづくり3法：大店立地法＋改正都市計画法＋中心市街地活性化法

・大規模小売店舗の郊外への立地が減少
・駅周辺等の中心市街地に商業施設立地が進む可能性がある

M.ITO

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



3-3 東京圏の商業施設の立地分析
3-3-1 立地店舗面積の推移

【駅からの距離帯別】

【店舗規模別】
200

立地が
少ない

ロードサイ
ド立地増

1万㎡以上が増加

ロードサイ
ド立地減

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



1974年以前開店

3-3-2 立地時期、位置、規模に関する分析

M.ITO 45

都心部・横浜
が多い

初の郊外型
ショッピングセ

ンター

厳格な出店規制
駅からの距離

店舗面積

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



1975年～1990年開店

M.ITO 46

郊外部の駅周
辺での立地が

進む

ロードサ
イドにも
立地が進

む。

厳格な出店規制
駅からの距離

店舗面積

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



1991年～2006年開店

M.ITO 47

駅からの距離

店舗面積

ロードサイド店
が急速に増加

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



2007年～2014年開店

ららぽーと
横浜

イオンモー
ル武蔵村山

ららぽーと
富士見

イオンモー
ル浦和美園

イオンレイ
クタウン

イオンモール
幕張新都心

イオンモール
木更津

M.ITO 48

駅からの距離

店舗面積

超大型店舗
の出現

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



：100,000㎡～

：50,000～100,000㎡
：50,000～10,000㎡

駅から400m以内の店舗面
積

3-3-3 駅周辺の商業施設の立地分析
① 駅別商業集積の規模
2014年4月

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



② 商業集積の路線間比較

駅から徒歩5分圏内の大
規模商業施設の延べ床面
積を集計

東海道本線

小田原線

伊勢崎線

池袋線

東横線

東西線

M.ITO 50

駅周辺の計画的ま
ちづくりを進めて
きたかで差異が生

じている？

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018
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3-4 沿線居住者の買物目的等の流動分析

3-4-1 買物目的等流動分析の方法
・対象は沿線郊外の居住者
・すべての交通手段による自宅発の買

物トリップを集計
・目的地エリアは以下に分類

当該路線郊外。当該路線都心。並行路線エリア①、②
山手線内側エリア。環状路線エリア①、②、③

環状① 山手～武蔵野・南武
環状② ①以遠～横浜・八高・

川越・野田
環状③ ②以遠

都心から20㎞まで⇒「都心区間」
20㎞から50㎞まで⇒「郊外区間」
（例） JR東海道線

都心区間：東京～川崎
郊外区間：鶴見～平塚

M.ITO
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0 50 100

JR東海道線

JR中央線

東京メトロ東西線

東急東横線・MM線

東急田園都市線

小田急小田原線

西武池袋線

西武新宿線

東武伊勢崎線

東武東上線

自線郊外 自線都心 並行路線

山手線内側 環状路線

横浜・戸
塚・藤沢 立川・八王子

横浜

新百合ヶ丘・町田・
相模大野・海老名

中央線

【鉄道利用】：商業集積の大きい駅を多く有する路線では自線が多い。

商業拠点
数（）は
郊外駅

買い物ト
リップ数
（千）

10(6) 106

6(3) 68

1 59

5(2) 40

4(1) 60

6(5) 73

2(1) 49

3(2) 59

1(0) 31

2(1) 39

小田急・東横線

3-4-2 郊外部居住者の買い物目的地選択

：新宿線、田園都市線では並行路線を選択する割合が高い。

M.ITO 52

・商業拠点駅が少ないと買物
客が他路線に流出。

・買物利便性は居住地選択に
影響

・地域の成長に差が生じる。

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018
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3-5 まとめ

⚫ 郊外部に拠点駅が多い路線では、買物はそれらの駅で可能。
少ない場合は都心駅、もしくは並行路線駅に向かう。

⚫ 商業拠点駅が多い路線は、鉄道利用の買物客が多い。

法令分析

買物客流動分析

路線の利用者増、沿線価値向上を図るうえで駅周
辺地区への商業施設立地は重要。これに向けた、
鉄道事業者、自治体、店舗事業者など関係者の連
携による計画的なまちづくりが課題である。

立地分析

⚫ 厳格な出店規制⇒規制緩和⇒再規制

⚫ 法令の変遷に沿い立地動向が変化
⚫ 規制緩和、モータリゼーションの進展などによりロードサイ

ドの大型店舗は急増
⚫ 近年は大規模店舗の郊外立地が減少
⚫ 路線ごとに駅周辺の商業集積、商業拠点駅数に差がある。

M.ITO

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018



４ 大学

M.ITO 54

芝浦工大（豊洲）慶應大学（日吉）

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018
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4-1 調査研究の目的と構成

・大学は様々な効果を発生するので、郊外地域で大学と関係者が
連携し様々な取り組みを行うことが必要

郊外部の大学立地・撤退状況を把握し、それが鉄道利用に与える
影響を分析。

地域 経済的 需要の発生（学生・教職員の消費、設備の維持管理）。関連
企業・商業が集積。自治体の税収増。

社会的 文教地区のイメージ（良好、健全、文化的）で沿線価値が向
上。卒業生が同じ路線内に定着。
大学の研究蓄積が地域の課題を解決。

鉄道
事業
者

経済的 通学・通勤による安定した輸送需要の確保。
逆輸送による輸送効率の向上。沿線価値向上による利用者増。

社会的 路線・企業のイメージ向上。

4-1-1 目的

M.ITO

・沿線価値向上のため自治体・開発者等が大学を誘致。
・高度成長期に、郊外立地が進み、近年は都心回帰

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018
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4-1-2 構成

•大学立地に影響を及ぼす社会情勢

、法制度の変遷

•学生数と最寄り駅の通学目的降車人員の

関係を分析
•逆輸送（※）の状況を把握

（※）路線における都心部から郊外部への輸送

１ 社会情勢・法制度の変化

２ 大学の地域分布と路線
間の比較

３ 大学が鉄道に与える影
響の路線間比較

•東京圏の大学キャンパス数の推移

•年代別の地域分布

•社会情勢、法制度との関連性

M.ITO
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4-2 大学立地に影響を及ぼした
社会経済情勢、法制度

年代 社会情勢 法制度 立地動向

戦後～
‘70
年代

【高度成長期】
都心への人口、諸機
能の集中で生活環境
や交通状況が悪化

「工場等制限法」（‛59）
「私立学校助成振興法」（‛75）
「高等教育計画」（‛76）

都心の大学
キャンパスが
郊外に移転

‘80
年代

【バブル経済期】
「公私協力方式」による地方への
大学の新設・移転の推奨

郊外への移転
に拍車

‘90
年代
以降

【バブル崩壊後】
都心の地価の下落や
空洞化

「工場等制限法」が撤廃（‛02）
キャンパスが
都心回帰

現在

【地方創生】
少子高齢化の進展、
東京圏へ過度の人口
集中

「まち・ひと・しごと創生法」
（‘14）
23区の大学の定員増を’暫く認めな
い法案が閣議決定（‛18）

都心回帰が継
続。今後は、
都心回帰が抑
制される可能
性？

M.ITO
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4-3 地域別の大学キャンパス数の推移

工場等制
限法

‘59年

高等教育計画
‛76年

制限法廃止
‛02年

4-3-1 東京圏都県別の推移

キャンパス数 23区の割合（％）

・東京圏の大学キャンパス数は一貫して増加傾向
・23区は制限法制定や文教政策により’75年以降減少したが、制限法

廃止により再び増加。23区の割合は近年まで一貫して減少。M.ITO

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018
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千人

23区の占める
割合（％）

工場等制限法
‘59年

高等教育計画
‛76年

制限法廃止
‛02年

・東京圏全体では‵75年迄増加、その後減少に転じ‵95年から再び増加。
・23区の割合は一貫して減少傾向。‵05年から微増に転じた。

M.ITO 59
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出典：学校ポイントデータ2006（㈱ゼンリンジオインテリジェンス）

20㎞
40㎞

※人数規模を表現するため、
入学定員を４倍して表示JR中央線から東

横線沿線までの
間に多く分布

西武池袋線から東
側の地域は数は少
なく規模も小さい
大学が多い。

4-3-2 大学キャンパスの地域分布と路線間比較

2005年

•都心集中抑制、新設に関する面積基準などもあり、用地の確保しやすい郊外
部での立地が進んだ。

M.ITO
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出典：学校ポイントデータ2016（㈱ゼンリンジオインテリジェンス）

20㎞
40㎞

※人数規模を表現するため、
入学定員を４倍して表示

2015年

•規制緩和と人口減少が予想される中、学生確保のため都心への移転が進展
•‘05年から’15年にかけて、郊外から都心に21か所が移転し、大学生約
9.6万人が移動

M.ITO
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本は東京圏
だけではな
く、管轄範
囲全体での
値である

4-4-1 通学輸送の概要

4-4 大学が鉄道に与える影響の路線間の比較
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4-4-2 駅別の大学・学生数と通学目的降車人員

＜対象路線＞
・都心から放射状に伸びる路線から、以下の５路線を

対象とする。

路線名 分析対象区間
対象営業キ

ロ

小田急小田原線 新宿～愛甲石田 48.5㎞

西武池袋線 池袋～東飯能 44.5㎞

東急田園都市線 渋谷～中央林間 31.5㎞

東武伊勢崎線 浅草～東武動物公園 41.0㎞

JR中央線 新宿～高尾 42.8㎞

M.ITO
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東海大学

国士舘大学

東京農業大学
日本大学

成城大学

専修大学、他
明治大学

日本女子大学
昭和音楽大学

国士舘大学

神奈川工科大学、他

玉川大学、他
北里大学、他

桐蔭横浜大学
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（出典：平成20年東京圏PTデータ）

（大学生数） （通学目的降車人員）
皇居

10km

20km

30km

40km

（千人） （千人）

キャンパス数：24

※通学目的には、
大学生以外に
中高校生、
専門学生等も含む

小田急小田原線（新宿～愛甲石田）

～1965年

～1975年

～2000年

～2010年

新宿

代々木上原

愛甲石田

相模大野

新百合ヶ丘

経堂

登戸

下北沢

• 成城大学、玉川大学、専修大、東京農大など、古くから多くの大学が立地
• 1965年以降、郊外部（生田以遠）における立地が多い
• 大学生数と通学目的降車人員は概ね比例関係にある。

M.ITO
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東武伊勢崎線（浅草～東武動物公園）

浅草

北越谷

北千住

松原団地

竹ノ塚

東武
動物公園

春日部

キャンパス数：8

※通学目的には、
大学生以外に
中高校生、
専門学生等も含む

～1965年

～1975年

～2000年

～2010年

• ‘65年以前は獨協、共栄大学のみ。その後、文教、日本工業大学が立地
• ‘10年以降に都心近くに東京未来、帝京科学大学が立地。大学学生数共に少
ない。それに対応し通学目的降車人員も少ない。

M.ITO
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小田急小田原線（下北沢 8：30頃） 西武池袋線（池袋 8：30頃）

4-4-3 逆輸送による輸送の効率化

不利用能力の存在

ピーク時間帯の都心方向の需要に見合う輸送能力を提供すると、郊外
方向、オフピークには能力が余り、効率が下がる。（空いている。車
両基地にいる）

ピーク時間帯に、都心ターミナルで折返す車両の輸送量（逆
輸送）が多いと、効率が上がる。

＜分析に用いたデータ＞
・平成27年大都市交通センサスの以下のサンプルを集計
・通学目的 ∧ 年齢18～24歳 ∧ 降車時刻午前中（始発～11：59）

M.ITO
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68JR中央線の通学目的駅間断面交通量

皇居
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千

0102030

千

（出典：平成27年大都市交通ｾﾝｻｽ）

下り方向（新宿→高尾） 上り方向（新宿→高尾）

※通学目的には、
大学生以外に
中高校生、
専門学生等も含む

逆輸送
明治大他（14.0千人）

東京女大（3.6千人）
成蹊大（7.0千人）
杏林大（0.7千人）

亜細亜大他（8.3千人）
東京農工大他（5.1千人）

東京学芸大（4.3千人）
東京経済大（5.6千人）

一橋大（3.8千人）

実践女大（3.1千人）
首都大（0.5千人）
創価大他（6.9千人）
工学院大（2.4千人）
法政大他（13.5千人）

新宿

八王子

高尾

吉祥寺
三鷹

西国分寺

中野

（千人） （千人）

• 万遍なく大学が分布⇒上り方向よりも下り方向（逆輸送）が多い
• 国立以遠では、逆輸送が少ない⇒京王線と競合し利用者が分散

M.ITO
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（出典：平成27年大都市交通ｾﾝｻｽ）

※通学目的には、
大学生以外に
中高校生、
専門学生等も含む

逆輸送
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池袋

小手指

大泉学園

東飯能

西武池袋線

下り方向（池袋→東飯能） 上り方向（東飯能→池袋）

武蔵大他（6.3千人）

武蔵野音楽大（0.9千人）

駿河台大（3.7千人）

国立看護大他（1.0千人）
明治薬科大（2.2千人）

練馬

東久留米

秋津

（千人） （千人）

• 上り方向と比べ下り方向（逆輸送）が極端に少ない ＝ 大学が少ない
• 中央線沿線の大学は、逆輸送という形態で鉄道に大きな影響を及ぼしている

のに対し、池袋線では影響が小さい。

M.ITO
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通学客の輸送密度と平均乗車距離

・平成27年大都市交通センサス。通学目的かつ年齢が18歳から24歳かつ降車時間が午前中（始

発～11：59）であるサンプルを集計

0

5

10

15

0

5000

10000

15000

20000

下り 上り輸送密度 平均乗車距離 下り 上り
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4-5 まとめ 71

⚫ 大学キャンパスは、都心部への集中抑制、地域の価値向上、設置基準の強
化等により郊外に広く分布してきた。

⚫ JR中央線沿線から東急東横線沿線までの地域で多く、西武池袋線から東側
の地域では少ない。また、近年では都心回帰傾向にある。

⚫ 大学生数の多い駅では、その駅を目的とする通学利用降車人員が多い。ま
た、郊外に大学の多い路線は、逆輸送が多い。

⚫ 大学が沿線に数多く立地する路線は、鉄道事業者の安定収入の確保が可能
であり、また逆輸送による輸送効率が高い。

⚫ 人口減少が予想される中、キャンパスの都心移転が進展することで、地域
、鉄道事業者享受している大学の効果が失われる可能性がある。

⚫ 地域・鉄道事業者・大学が連携し、大学が存在することの効果を顕在化さ
せるために必要な取り組みを実施することが今後の課題

得られた知見

M.ITO
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５ 大規模施設全体のまとめ

M.ITO

➢ 大規模施設の立地動向は、その年代の社会経済情勢とそこか
ら発生する課題解決のための法制度により変化してきた。

住宅公団、工場等立地制限法、大店立地法 etc.

➢ 大規模施設の立地、撤退、再整備は鉄道需要に直接的に大き
な影響を及ぼすとともに、地域の活性化を通じて間接的にも
大きな影響を及ぼしている可能性がある。

➢ 今後、自治体、鉄道事業者、都市開発事業者等が関係と連携
して郊外部の地域の活性化と鉄道事業の持続性の確保に向け
た取り組みを行って行くことが必要

Japan Transport and Tourism Research Institute, 2018
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ご清聴ありがとうございました

M.ITO
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